






森林資源の循環利用

○ 「美しい森林づくり」の推進と森林吸収源
対策への取組

・ 国有林・民有林を一体とし、砂防事業等の関係施策とも連携
して国民の生命・財産を保全

・ 地域における避難体制等のソフト対策と連携して被害を軽減

治山事業 1,120(1,196)億円

○ 安全・安心の確保のための治山事業の展開

森林・林業再生への新たな挑戦

＜森林＞

＜林業＞

＜木材産業＞

多様で健全な森林整備を通じ、「美しい森林づくり」を推進し、
「美しい国づくり」に大きく貢献するとともに、森林吸収目標
1300万炭素トンの達成を目指す

○ 施業の集約化

森林情報の収集や、コストを明示した所有者への施業提案
により、森林施業の集約化を促進

集約化の進んだ森林における施業のコストダウンを図るた
め、我が国の急峻な地形に適した高性能林業機械と路網配
置の組み合わせによる低コスト作業システムを開発し、その
普及・定着を推進

○ 低コスト作業システムの開発と普及・定着

長期の供給協定の締結等による川上・川下の
連携を通じた木材の安定供給の実現

森林整備地域活動支援交付金 75(0)億円

○ 「根元から梢まで」木材の総合利用

木屑焚ﾎﾞｲﾗｰ、ﾊﾞｲｵﾏｽ発電
精油成分抽出 等

ボード類集成材

地域材の合板・集成材やボード類への利用を拡大するととも
に、エネルギー利用等木質バイオマスの利用を推進

間伐材、曲がり材等

強い林業・木材産業づくり交付金 64(70)億円

木質バイオマス利活用推進対策事業 0.9(0)億円

○ 消費者重視の新たな市場の形成と拡大
・ 木づかい運動の強化を通じた消費者対策の推進

・ 海外の市場に応じた輸出戦略の構築による木材輸出の推進

木材海外販路拡大支援事業 0.5(0.3)億円

日本の森を育てる木づかい推進緊急対策事業 1.8(1.6)億円

森林整備事業 1,704 (1,692)億円

花粉発生源対策の推進 1.3(1.2)億円の内数

「１００年の森林づくり」加速化推進事業 0.4（0）億円

○ 木材産業の競争力強化に向けた構造改革

・ 品質・性能の明確な製品を低コストで安定的に供給するため、
製材・加工の大規模化を推進

・ 消費者のニーズに対応した新たな製品・技術の開発とその
普及を推進
地域材の新たな分野への利用の促進 2.5(0)億円

強い林業・木材産業づくり交付金 64(70)億円

新生産システム推進対策事業 9.6(10)億円

低コスト木材供給体制整備事業 9.6(0)億円

地域活動支援による国民参加の緑づくり活動推進事業

《平成19年度林野庁予算の主要事項》

間伐材紙

一般消費者へのＰＲ

1.7（1.5）億円

複層林化 針広混交林化 長伐期化

手入れが十分でない森林

未整備森林緊急公的整備導入モデル事業
（森林づくり交付金）

農林水産関係事業一体となった森づくり 150（0）億円

20（0）億円

適切な手入れが行われた森林

間
伐
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平成１９年度林野庁予算の重点事項

（単位：百万円）

平成１９年度概算決定額（平成１８年度予算額）

３９４，７０１ （４０２，６１９）

うち林野一般公共事業

２８２，３６８ （２８８，８３２）

注） 上記のほか、地域再生基盤強化交付金措置額

を内閣府に計上。

Ⅰ 「美しい森林づくり」の推進と森林吸収源対策への取組．

日本国民一人一人の原風景の重要な要素である「美しい森林づくり」を多様で健

、「 」 、全な森林整備・保全を通じ推進し 美しい国づくり に大きく貢献するとともに

国際約束である京都議定書の森林吸収目標1300万炭素トンの達成を目指します。

１．森林吸収源対策への取組

京都議定書森林吸収目標の達成のため、以下の取組により、約23万haの追加整備

に必要な予算765億円を措置しました。

（１）平成１８年度補正予算による対応

平成１８年度補正予算により、災害対策として間伐等が実施されることから、

結果的に森林吸収源対策の追加整備の確保に寄与します （530億円）。

（２）平成１９年度当初予算による対応

① 林野公共予算における重点化

林道、治山から、森林整備関係予算への重点化を図ります （65億円）。

② 農林水産関係事業一体となった森づくりの推進

水産基盤整備事業及び農業生産基盤整備事業との連携により、良好な漁場環

境の保全や良質な農業用水の安定的な供給を図るための森林整備等を推進し、

併せて森林吸収目標の達成に貢献します。

【漁場保全関連特定森林整備事業（水産庁計上）

１０，０００（０）百万円】

【農業用水水源地域保全整備事業（農村振興局計上）

５，０００（０）百万円】

③ 「美しい森林への再生モデル事業」の創設

自主的な整備が進まない森林を「美しい森林」へ誘導するためのモデル事業

を創設します。この事業は、定額助成方式により、所有者に代わり、都道府県

等が事業主体となって、地域の実情に応じた創意工夫により、効率的な手法等

を構築する事業です。

「美しい森林づくり」の推進と森林吸収源対策への取組、木材の生産・流通に関

する構造改革の推進など、森林・林業再生への新たな挑戦を開始するため、以下の

予算を編成。
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【未整備森林緊急公的整備導入モデル事業（森林づくり交付金）

１，９７１（０）百万円】

２ 「１００年の森林づくり」の推進．

（１ 「１００年の森林づくり」推進対策）

、 。１００年先を見据えた森林整備を推進し 併せて森林吸収源対策に貢献します

具体的には、以下の事業を行います。

① 「１００年の森林づくり」拠点整備等の推進

全国５０箇所のモデル地域を選び 「１００年の森林づくり」を実現するた、

めの課題を整理し、解決方法を明らかにしていきます。具体的には、関係者の

コンセンサスを得ながら地域の森林を多様な森林に誘導するためのグランドデ

ザインを描き、その取組により得られたノウハウ、手法を全国に発信します。

また、モデル地域等において森林整備事業による広葉樹林化等や路網整備を推

進します。

【 １００年の森林づくり」加速化推進事業 ３５（０）百万円】「

【森林環境保全整備事業（ １００年の森林づくり」拠点整備関連分 （公共）「 ）

４，８００（０）百万円】

（上記事業実施５カ年総額） ２４，０００（０）百万円

② 低コスト・高効率な作業システムの構築による効率的な取組の実施

路網と高性能林業機械を組み合わせた低コスト作業システムや必要な機械の

開発・普及を推進します。また、既存ストックの有効活用や複数年分の一括整

備による作業路の効率的な整備を推進します。加えて、林道の路肩幅員及び曲

線部の拡幅を縮減し、現地の地形等に応じた効率的な整備を推進します。

【低コスト作業システム構築事業 ２０２（０）百万円】

【森林整備効率化支援機械開発事業 １５３（０）百万円】

【森林整備事業（公共） １７０，３５６（１６９，２１０）百万円の内数】

③ 森林整備事業の事業体系の見直し

これまでの森林の機能区分に着目した事業区分を見直し、育成林資源の一体

。的かつ効率的な整備及びNPO等多様な主体による共生環境の整備を促進します

※育成林とは、人手が加えられ育てられた森林です。

④ 公的関与による多様な森林整備の推進

治山事業による針広混交林化の一層の推進や造林未済地緊急対策への天然更

新補助作業の追加等により、多様な森林づくりを進めます。また、自主的な整

備が進まない森林を「美しい森林」へ誘導するため、定額助成方式により、所

有者に代わり、都道府県等が事業主体となって、創意工夫を活かした効率的な

整備を実施する手法等を地域の実情に応じて構築するモデル的な取組を支援す

るとともに、公的機関による森林整備を確保する効果的な新手法の構築につい

て検討します。

【水源地域等保安林整備事業（公共） １６，１０２（０）百万円の内数】

【森林環境保全整備事業（特定森林造成事業 （公共））

３１５（３１４）百万円の内数】
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【未整備森林緊急公的整備導入モデル事業（森林づくり交付金 （再掲））

１，９７１（０）百万円の内数】

【公的関与による新たな森林整備導入検討事業 １０（０）百万円】

（２）間伐等の推進

間伐遅れの森林を集中的に解消し、森林吸収源対策の加速化を図るため、間伐

等推進３カ年対策等により、団地化と路網整備、高性能林業機械の導入による効

率的な間伐の実施及び間伐材の利用促進などを総合的に推進します。

【森林環境保全整備事業等（公共・非公共 （省内連携事業を含む））

５２，２５５（３９，７４０）百万円】

【森林づくり交付金 ３，３２３（３，６９５）百万円の内数】

（３）森林病害虫や野生鳥獣の被害対策等の推進

松くい虫やカシノナガキクイムシの防除対策等を重点的に実施します。また、

松くい虫被害の先端地域において、飛行機で取得したスペクトル情報等を利用し

て、被害状況を確実かつ効率的に調査します。

※スペクトルとは、物質が反射・放射する電磁波の波長別の強度特性です。

【法定森林病害虫等防除事業 ７５１（７５１）百万円】

【松くい虫被害モニタリング高度化調査事業 １７（０）百万円】

３．国民参加の森林づくり等の推進

ボランティア活動を促進するための環境を整備するとともに、青少年等の森林体

験活動、林業グループ等の活動等を推進します。

具体的には、以下の取組を行います。

① 企業、ＮＰＯ等の森林づくり活動のサポート体制の整備、緑化行事の開催等の

普及啓発活動を推進

【地域活動支援による国民参加の緑づくり活動推進事業

１６９（１５０）百万円】

② 高い指導力を持つ人材の育成、森林・林業に対する理解を深めるためのプログ

ラム作りなどを通じ、青少年等の森林体験活動を推進

【森林環境教育推進総合対策事業 １４（０）百万円】

４．無花粉スギ等苗木供給の加速化等による花粉発生源対策の推進

新技術の普及等により、無花粉や少花粉スギ苗木の供給を拡大するとともに、都

市部への花粉飛散に影響している発生源地域を推定する調査の実施等により、花粉

発生源対策を推進します。具体的には、以下の取組を行います。

① 苗木供給量を飛躍的に増大させる新たな苗木生産技術のモデル的実施

【広域連携優良苗木確保対策 ５２（５０）百万円の内数】

② 組織培養の手法を用いた無花粉スギの増殖・普及

【抵抗性品種等緊急対策事業 ４８（２８）百万円の内数】

③ 都市部への花粉飛散に影響している発生源地域を推定する調査を実施するとと

、 【 （ ） 】もに 地域区分図を作成 スギ花粉発生源調査事業 ３０ ３０ 百万円
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５．森林を支える林業就業者の確保と山村の活性化

都市と山村の共生・対流、定住促進、雇用機会の増大、林業における再チャレン

ジに資する支援を行います。

具体的には、以下の取組を行います。

、「 」① 情報提供や研修等によりＵターン森林所有者を支援するとともに 緑の雇用

事業により林業就業に必要な技術に関する実地研修等を行い、林業の担い手の確

保・育成・定着と山村の活性化を推進

【林業後継者活動支援事業のうちＵターン森林所有者再チャレンジ支援事業

６０（１１）百万円】

【緑の雇用担い手対策事業 ６，７００（６，７００）百万円】

② 都市と山村の連携による意欲的で先導的な地域の取組を支援するとともに、山

村活性化に資する人材を育成

【山村力誘発モデル事業 １４５（１２５）百万円】

③ 森林資源等を活用した新たな産業（森業・山業）の創出を支援

【森業・山業創出支援総合対策事業 １１５(１３５)百万円】

④ 山村において貴重な収入源である特用林産物の生産・加工施設等の整備

【強い林業・木材産業づくり交付金 ６，４３３(６，９９０)百万円の内数】

⑤ 地域の創造力を活かした居住地周辺の森林・居住基盤の整備、竹林の拡大防止

【里山エリア再生交付金（公共） ９，８２２（１１，０００）百万円】

Ⅱ．森林施業の集約化活動の促進

林業事業体等による森林施業の集約化活動を支援します。

、 、具体的には 森林施業の集約化に必要となる森林の情報を収集する活動について

単位面積当たり一定額を交付するなどの支援を行います。

１．森林情報の収集などの地域活動への支援

新たに、約１００万ｈａの人工林（原則として３６～４５年生）を対象として、

、 、意欲ある林業事業体等による森林施業計画の作成を促進するために 今後５年間で

森林施業の集約化のために必要となる「森林情報の収集活動 （収集した情報は原」

則として公開）について、１ｈａ当たり１５，０００円を交付することにより支援

します。

さらに、森林施業計画作成後の活動内容についても見直しを行い、森林施業の実

施に不可欠な「施業実施区域の明確化作業」及び「歩道の整備等」の活動を対象と

して、１ｈａ当たり年間５，０００円を交付することにより支援します。

【森林整備地域活動支援交付金 ７，４５３（０）百万円】

２．コストを明示した施業提案を通じた施業の集約化と伐採可能情報の集積

森林組合等林業事業体による施業内容やコストを明確にした提案手法による施業

の働きかけを通じて、施業の集約化を進め、木材の供給が可能な森林の情報を集積

し、提供します。

【施業集約化・供給情報集積事業 ５５９（０）百万円】
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Ⅲ．木材の生産・流通に関する構造改革の推進

森林所有者から木材加工業者まで、川上・川下が連携して、低コスト・大ロッ

トの安定的な木材供給の実現を図ります。これにより、木材の生産・流通に関する

構造改革を総合的に推進します。

１．複数の産地と多様な需要者を情報で結ぶ安定供給体制の確立

林業事業体が森林所有者に積極的に間伐などの森林整備を働きかけることによる

施業の集約化、原木需給のマッチングによる流通の合理化、低コスト生産を実現す

る作業システムの定着の推進などを通じ、低コストで木材を安定的に供給する取組

に対して支援を行います。

【低コスト木材供給体制整備事業 ９５５（０）百万円】

（１）施業の集約化の促進と原木供給可能量情報の集積

① 林業事業体、地方公共団体等が地域の木材生産・流通の構造改革の方向性に

ついて検討する地域協議会等の活動、コストを明示した森林施業の提案手法の

普及を通じた間伐などの施業の集約化と原木伐採可能量情報の集積

【施業集約化・供給情報集積事業 ５５９（０）百万円】

② 施業の集約化を行う場合に必要な無利子資金の償還期間の特例の創設及び資

金造成

【林業・木材産業改善資金】

③ 施業の取りまとめを行う森林組合等に対する素材生産委託費に係る運転資金

の拡充及び伐採と造林を一連の施業として実施するための運転資金の創設

【木材産業等高度化推進資金】

（２）原木供給可能量情報と国産材需要情報のマッチング

木材加工業者の求める品質規格の把握等による原木供給者と需要者間のコーデ

ィネート活動の実施

【素材流通コーディネート事業 ４１（０）百万円】

（３）森林施業の低コスト化

① 路網と高性能林業機械を組み合わせた低コスト作業システムの開発・普及、

オペレーターの養成

【低コスト作業システム構築事業 ２０２（０）百万円】

② 低コスト作業システムに対応できる高性能林業機械の開発・改良

【森林整備効率化支援機械開発事業 １５３（０）百万円】

２．大規模産地と大規模加工施設を直結した新生産システムの着実な実施

全国１１のモデル地域において、地域材の需要拡大と林業の再生を図るモデルを

構築する「新生産システム」の着実な実施を図ります。

具体的には、施業の集約化を通じた安定的な原木供給を通じ、川上・川下の事業

者が一体となって低コスト・大ロットの安定的な木材供給体制を確立します。

【新生産システム推進対策事業 ９６４(１，０１１)百万円】
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３．多様なニーズに対応するための木材加工施設等の整備

上記１及び２の木材の生産・流通構造の改革を実施する上で必要となる木材加工

施設等の整備を実施します。

【木材供給構造改革緊急条件整備事業（強い林業・木材産業づくり交付金）

２，０００（７３４）百万円】

４．競争力強化等のための森林整備の推進

高齢級の森林を多様な森林に誘導するための森林整備を一体的かつ集中的に実施

し、低コスト・大ロットで木材を供給することにより、林業・木材産業の競争力強

化や林業・木材産業の構造改革にも資する基盤づくりを推進します。

【森林環境保全整備事業（競争力強化等のための森林整備関連分 （公共））

２，０００（０）百万円】

５．関連施策の活用

上記の取組を通じて供給される木材の利用の拡大を図るため、ニーズに対応した

新たな分野の製品の開発や設備の導入を支援します。

具体的には、以下の活動に対して助成を行います。

① 住宅分野におけるニーズに対応した新たな製品・技術の開発と普及

② 木材製品の高付加価値化等に必要な設備導入に係る利子助成等

【住宅分野への地域材供給支援事業 ２０９（０）百万円】

【木材産業の構造改革を推進する事業 １６５（１６７）百万円】

Ⅳ．ニーズに対応した木材供給・利用拡大に向けた取組の推進

木材供給・利用量の更なる拡大に向け、木材産業の競争力強化、木質バイオマス

利用促進、木づかい運動等の消費者対策、木材の輸出推進等の取組に対して支援を

。行います

１．木材産業の競争力の強化

これまで地域材の利用が進んでいない分野への利用拡大や消費者ニーズに対応し

た製品開発等を行い、木材産業の競争力を強化します。

具体的には、以下の活動に対して助成を行います。

① 集成材、木質ボード類等の加工施設等の整備

② 住宅分野におけるニーズに対応した新たな製品・技術の開発と普及

③ 民間企業等との連携による木質バイオマスの総合的な利用モデルの構築

④ 木質バイオマスからバイオエタノールを製造する最適なシステムの開発

⑤ 地域材を利用した低コスト木製ガードレール等の開発と普及

【強い林業・木材産業づくり交付金 ６，４３３（６，９９０）百万円の内数】

【住宅分野への地域材供給支援事業 ２０９（０）百万円】

【木質バイオマス利活用推進対策事業 ８７（０）百万円】

【木質バイオ燃料製造技術開発促進事業 ３０（０）百万円】

【木製道路施設普及促進のための技術開発事業 ３９（０）百万円】
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２．消費者重視の新たな市場の形成と拡大

木づかい運動の強化を通じた消費者対策や海外の市場に応じた輸出戦略の構築に

よる木材輸出を推進します。

具体的には、以下の活動に対して助成を行います。

① 木づかいキャンペーン活動や木材利用に関する教育活動（木育）の推進

② 輸出相手国の住環境やニーズに応じた国産材製品のＰＲ等

【 （ ） 】日本の森を育てる木づかい推進緊急対策事業 １８２ １６４ 百万円

【 ） 】木材海外販路拡大支援事業 ５１(３０ 百万円

Ⅴ．安全・安心の確保のための効果的な国土保全対策の推進

国有林と民有林を一体とした計画的な事業展開や、地域における避難体制との連

携による減災に向けた事業実施などの効果的な治山対策を推進します。

１．国有林・民有林一体とした治山事業の展開

国有林と民有林の治山事業実施箇所が近接している場合に、森林管理局と都道府

県が連携して国有林・民有林を通じた流域の調査等を行うとともに、これらを一体

的に整備することにより、事業効果の早期発現と効率的な事業実施を図ります。

【 （ ） ， （ ） 】特定流域総合治山事業 公共 １ ９５０ １,３００ 百万円の内数

２．地域における避難体制との連携強化

集落を保全するための治山事業を実施する場合、山地災害危険地区に関する情報

が地域住民に周知されていることを前提とすることで、地域における避難体制との

連携を図り、減災効果を高めます。

【復旧治山事業等（公共） ５９，２３９（６１,３７１）百万円の内数】

Ⅵ．持続可能な森林経営の実現に向けた国際的な取組の推進

国際的な協調の下で持続可能な森林経営を推進するため、地球規模の課題である

違法伐採対策等に取り組みます。

違法伐採対策のさらなる推進

世界における持続可能な森林経営に向けた取組を推進するため、違法伐採対策、

地球温暖化防止、荒廃地の復旧・再植林等の地球規模の課題に対し、二国間、地域

間、多国間等の多様なスキームでの国際協力を引き続き推進します。

特に違法伐採対策については、国内外で実施中の木材貿易情報システムの整備、

普及啓発等の取組に加え、国際協調による取組を一層加速させるための事業を行い

ます。

具体的には、違法伐採の規模等の把握及び違法伐採対策を講じた場合の効果を定

量的に予測するための計量モデルを新たに開発します。また、国際的枠組みにおい

。て、その活用方策の検討を行い、国際協調の下での違法伐採対策の推進に貢献します
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【違法伐採総合対策推進事業等 １５１（１４９）百万円】

【国際林業協力事業等 ３６３（３９３）百万円】

【国際機関への拠出金 １９６（１９７）百万円】

Ⅶ．国有林野の管理経営の適切かつ効率的な推進

公益的機能の維持増進を旨として地球温暖化防止等の課題に積極的に取り組みつ

つ、国有林野を適切かつ効率的に管理経営するため、必要な経費について一般会計

より繰り入れます。

【事業施設費 ６８，６３６（６０，５８８）百万円】

【公益林等保全管理費 ３１，８８８（３３，５４６）百万円】

【利子補給 ２１，９２５（２０，９４０）百万円】

保護林等森林資源管理強化対策の推進

原生的な天然生林などの貴重な保護林について、適切な保全管理の推進に向けた

モニタリング調査等を実施します。

【保護林等森林資源管理強化対策（公益林等保全管理費の内数）

１，２２８（０）百万円】


